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1　はじめに
　日本経済は第二次大戦後著しい成長を遂げ，それとともに社会・経済構造も大きく変化した。高度
経済成長は，平均的に見るならば国民一人一人に生活水準の向上をもたらしたといえるが，はたして
成長の恩恵はあらゆる地域の，あらゆる階層の人々に一様にゆきわたったのであろうか。
　1970年代以降，所得の人的分配，すなわち所得分布に関する研究はわが国の内外において活発に進
．められてきた。これまでの研究によって，第二次大戦後のわが国の所得分布は1950年代に若干不平等
化したが，1960年代になると平等化に転じ，1970年代前半には明瞭な傾向は見られず，また70年代後
半には所得分布は比較的安定していたことが明らかにされている（1）。さらに1980年代については所得
分布の不平等化の傾向が見られることが指摘されているω。所得分布に関する研究は，このような時
系列的な変化とともに，わが国の所得分布が国際的に見ても最も平等であることも明らかにしてい
る（3）。
　このように近年の研究成果によって，わが国の所得分布の実態が明らかにされつつあるが，所得分
布に関してはまだ解明されていない問題も残されている。そうした問題の一つが，地域経済と所得分
布の関連性の問題である。先進諸国と発展途上国との間に見られる南北問題とともに，一国の国民経
済内部においても地域間格差が存在することが知られている。これまでの研究においては，所得の地
域間格差が問題にされるとき，もっぱら地域の平均所得水準の格差だけが注目されてきた。このため
地域間の所得分配は明らかにされても，地域内部の所得分配の問題にっいては関心が向けられなかっ
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たのである（4）。
　本稿の目的は，都道府県別の所得分布のデータを用いて，わが国における所得分布の地域間格差の
実証分析を行うことにある。対象とする期間は1965年～1987年（昭和40年～昭和62年）である。都道
府県を単位として地域別に分析を行えば，一時点について47個の測定値が得られることになり，これ
を経済成長と所得分布との関係についてクズネッツ（Simon　Kuznetz）が発見した，「クズネッツ・カ
ーブ」の検証に役立てることが可能である。また，回帰分析等の分析手法を適用することによって，
所得分布の不平等度がどのような要因と関係しているかという点にっいての分析が可能になる。本稿
の構成は以下のとおりである。まず，H節において，地域別の所得分布の測定に使用するデータと，
所得分布の不平等の尺度について検討する。皿節では計測結果に基づいて，所得水準と所得分布との
関係について，横断的分析と時系列分析の両者を行う。W節では，所得分布の不平等度と経済的・社
会的要因との関係について分析を行う。
1【　統計資料と計測方法
　（1）測定単位と統計資料
　所得は個人単位に発生するものが多いが，個人単位の所得をもって人的分配の不平等度を計測する
ことに意義があるとは老えられない。なぜなら，生活が営まれる基本的な単位は世帯だからであり，
人的分配の実態を正しく把握するためには世帯を単位とする所得データを分析することが必要であ
る（5）。ただし，世帯単位の所得を基準にすることによって一つの難問が生じる。すなわち，世帯規模
が異なれば必要となる所得もそれに応じて変わってくることである。この場合，所得分布が不平等で
あっても，それが世帯規模の差異を正しく反映したものであれば問題にする必要はないであろう。し
かし，世帯規模の差異を反映した所得格差とはいったいどのようなものであろうか。これを確定する
ことは極めて困難である（5）。したがって，我々はこの点における制約をふまえたうえで分析結果の解
釈を行わなければならない。
　所得分布の不平等度の分析においては，通常，年間所得べ一スで分析が行われる。その理由は，世
帯の消費能力が主として年間所得に依存していると考えられているからである（7）。したがって，本稿
においても世帯の年間所得を計測単位として採用する。
　世帯単位の年間所得の分布を都道府県別に見ようとする揚合，利用可能な統計資料は非常に限定さ
れる。所得分布のデータを掲げる大部分の統計資料は，全国データしか掲載しておらず，地域に関す
るデータを掲載している揚合でも，地域ブロック毎の所得分布を掲げているにすぎないことが多い。
わが国の所得分布の研究に最も頻繁に利用されるr家計調査』も，地域ブロック毎の所得分布を示す
にとどまっている。そうしたなかで，都道府県別に世帯単位の年間所得の分布を知るために利用でき
るのは，r全国消費実態調査』とr就業構造基本調査』の二っに限定される。それぞれの資料から得
られるデータには次のような特徴と制約がある。
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　r全国消費実態調査』とr就業構造基本調査』はいずれも標本抽出調査であり，そこから得られる
統計数値の精度は，標本の大きさ（調査世帯数）とカバリッジによって左右される（8）。まず，標本数
については，r全国消費実態調査』の標本数が約5万3000世帯であるのに対して，　r就業構造基本調
査』の標本数は約32万6000世帯であり，後者の方が標本数がはるかに多いことから，標本誤差に関し
てはr就業構造基本調査』の方カミ信穎性が高いといえる（9）。また，調査対象世帯の範囲についても，
r全国消費実態調査』の調査対象が非農家世帯に限定されているのに対して，r就業構造基本調査』は
農家世帯も調査対象としており，全世帯の所得分布を把握することが可能である。
　次に，二つの調査によって与えられる所得の数値の信頼性について検討する。r就業構造基本調査』
では，当初，家族員別の現金所得を調査した後，家族単位で合算し，それに別途調査した財産所得，
移転所得を加えて家計の所得を推計する方法がとられていた。この調査の第一の問題点は，年間所得
の数値が単純なアンケートによって得られているので，信頼性が疑わしいことである。第二の問題点
は，「現金所得」だけが調査の対象となっていることである。第三の問題点は，1971年以降の調査で
は財産所得，移転所得の調査が実施されなくなったことである（1°）。他方，r全国消費実態調査』につ
いては，家計簿に基づいた家計の収支をバランス表の形で相互チェックを行うので，そこから得られ
る所得の数値は信頼性が高いといわれることがある（1’）。しかし，家計簿によるチェックが行われてい
るのは，調査年次の9月～11月の三ヵ月の数字を平均した一カ月当りの所得の数字についてであって，
年間所得は単純なアンケートによって調査されている（12）。しかも，年間所得のデータが得られるのは
第3回の調査以降にすぎない。このように二つの調査から得られる所得の数値はいずれも必ずしも十
分な信頼性をもつとはいえない。
　r全国消費実態調査』とr就業構造基本調査』の両者に共通する最も大きな問題点は，前者が5年
毎の調査であり，後者も3年毎にしか調査が行われないことである（『就業構造基本調査』も1982年
以降，調査が5年毎に改められた）。このため，地域の所得分布を時系列的に追跡することには自ず
から限界がある。
　本稿では，標本数が多く，また調査回数も多いr就業構造基本調査』の都道府県別の所得階級別年
間所得のデータを対象として分析を行うことにする。この所得データは家族員が2名以上の「一般世
帯」についてのデータであり，単身世帯は含まれていない。単身世帯をも含む，より包括的な所得分
布の検討は他の研究に委ねたい。
　（2）不平等度の尺度㈹
　経済変量のなかにはその分布が正の歪みを持つものがある。所得分布は正の歪みを持つ分布の代表
的なものであり，この分布を簡潔に要約し，その特徴を明らかにするための手法が多数考案されてい
る。最も簡単な方法は，個人あるいは世帯を収入金額に応じていくつかの所得階級に区分し，各所得
階級ごとの所得の構成比を比較する方法である。その場合，所得階級は5ないしは10に区分されるこ
とが多い。
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図表1　全国全世帯の年間所得分布のローレンツ曲線（1984年）
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（資料）総務庁統計局r全国消費実態調査報告』日本統計
　　　協会，1986年，第8巻，34～35頁から作成。
　しかし，所得構成比の比較は多くの数値を扱うので分析には不便である。そこで，この所得構成比
を基礎にして，これを一つの図表にまとめる方法が考案された。すなわち，横軸に累積人員構成比，
縦軸にこの人員に対応する累積所得金額の構成比をとって各点を結んだときにできる曲線をもって所
得分布の不平等度を表す方法である。この曲線は考案者であるn一レンツ（Max　O．　Lorenz）に因ん
でローレンツ曲線と呼ばれている。後述するように，r就業構造基本調査』のデータにおいては最高
所得階級の所得金額の上限界値が示されていないために，最高所得階級の所得金額に関してなんらか
の仮定を設けないかぎり，m一レンツ曲線を描くことはできない。この問題については後で検討する
ので，ここでは所得金額についての仮定を必要としないr全国消費実態調査』、のデータにっいてロー
レンツ曲線を描くことにする（図表1）。この図表において，所得の人的分配が完全に平等である場合
には，20％の人が20％の所得シェアを，また50％の人が50％の所得シェアを持つことになるので，対
角線OBがローレンツ曲線になる。また，完全不平等の場合には，ローレンツ曲線はOABを結ぶ線
となる。ローレンツ曲線による所得分布の平等・不平等の判断は，対角線（均等分布線と呼ばれる）
に近ければ近いほど分布はより平等であると判定される。
　ローレンツ曲線は分布の不平等度を視覚で判断できるようにしている点で優れた方法であるが，比
較対象の数が多い場合には，この曲線を描いて比較することはかなり煩わしい（14）。特に本稿のように
比較対象となる地域の数が47にものぼる場合，このことは深刻な問題となる。したがって，一っ一っ
図表を描く代わりに，分布の不平等度を一つの特性値で表すことができればその方が便利である。
　ローレンツ曲線から直ちに思いつくことは，対角線とローレンツ曲線とによって囲まれた図形の面
積をもって不平等度の特性値とすることである。これはローレンツ尺度と呼ばれているものであり，
完全平等の0から完全不平等の1／2までの値をとる。このローレンツ尺度を2倍したものがジニ係数
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　　　　　　　　　　図表2　全国全世帯の年間所得分布とパレート法則
A．r全国消i費実態調査報告』データ（1984年）　　　B．　r就業構造基本調査報告』データ（1987年）
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　　　（資料）図表1に同じ。　　　　　　　　　　　（資料）総務庁統計局r就業構造基本調査報告』日本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　統計協会，1986年，全国編，720～721頁から作成。
であり，所得分布の分析で利用されることが最も多い尺度である。ジニ係数は完全不平等の0から完
全平等の1までの範囲の値をとる。いま，第i所得階級までの累積所得人員をPi，累積所得金額をqi
で表すと，ジニ係数Gは次式で求められる。
　　　　G＝1一Σ（Pi－Pi－、）（qrq乞一、）　　　　・・一（1｝
　　　　　　　　i＝1
　ジニ係数以外にも所得分布の不平等度を計測するための尺度は多数考案されている。それらの尺度
は，特定の分布の型を前提とするものとそうでないものとに大別できる。前者の代表的なものとして，
パレート常数とジブラ係数を挙げることができる。
　パレート（Vilfredo　Pareto）は，横軸に所得金額の対数を，縦軸にX以上の所得を有する世帯数の
対数をとり，それぞれの観察値を結んだときにできる曲線が，ほとんど直線のしかもマイナスの勾配
を持っ直線に近づくと考えた（15）。この経験則はパレート法則と呼ばれている。この法則は，次式で表
すことができる（ただしα，βは定数）。
　　　　logN＝109β一αlogX　　　　　　　　　　　……（2）
　②式に含まれるαを彼の名に因んでパレート常数と呼んでいる。αは直線の傾きを表す方向係数で
あり，その値が大きくなるほど曲線が横軸となす角度は大きくなる。垂直に近づくほど所得額の増加
に伴う家族数の減少が急激になるので，αの絶対値が大きいほど所得分布が不平等であり，また反対
に，αの絶対値が小さいほど所得額の増加に伴う家族数の減少が緩慢になるので，その場合には不平
等の程度は小さいと解釈されている。
　所得分布のデータの中には，最も高い所得階級について，所得の上限を明記していないものや所得
階級ごとの平均所得が示されていない場合がある。本稿において分析対象とするr就業構造基本調
査』はこれに該当する。その場合，最も高い所得階級の所得金額をなんらかの方法で推定することが
必要であるが，推計方法の一つとして，原データにパレート線をあてはめ，これに基づいて必要な所
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得金額を推定するという方法がとられることがあるα6）。この推定方法の有効性は，②式で表される関
係が現実のデータにどの程度適合するかにかかっている。図表2Aは，　r全国消費実態調査』のデータ
に関してパレート法則が成り立つかどうかを示したものであり，図中の直線は（2）式の推定式である。
この図から明らかなように，パレート法則は観察値と推定値の乖離が大きく，不平等度の尺度として
の有効性について問題があることが分かる。したがって，最高所得階級の所得金額を推定するために
この尺度を用いるわけにはいかない。本稿においては，r就業構造基本調査』のデータから最高所得金
額を推定する際，合衆国センサス局が使用している方法を用いることにする。センサス局の方法は，
最低所得階級については，その所得階級の上限界値にO．　75を乗じた金額を，また，最高所得階級にっ
いては，その所得階級の下限界値の1．5の倍の金額を級の代表値とするものである（17）。図表2Bはこ
のセンサス局の方法をr就業構造基本調査』のデータに適用したうえで，同調査の所得分布に関して
パレート法則が成り立つかどうかを示したものである。図表2Aの揚合と同様，法則の適合度が低い
ことが確認できる。
　所得分布は，普通目盛りのグラフの横軸に所得金額Xをとり，縦軸にこれに対応する世帯数Nをと
って度数分布を表すと，正の歪みをもった非対称分布となるが，このことに関連して，ジブラ（Robert
Gibrat）は，所得金額と所得人員をそれぞれ横軸と縦軸にとって所得分布を図示する場合，所得金額
はその対数値をとることにすれば，その分布は左右対称となり，しかも正規分布に近似すると予想し
た（18）。この予想に従えば，所得分布は次式で表すことができる（ただし，yは百分比に換算したもの．
σは標準偏差，gは幾何平均）。
　　　　　　　1一去（109eX－9　　　σ）2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・（3）y＝ ＝＝e　　　　　　σV2π
（・｝式において詣は定数であ・か・・使用す・デー・の嫡を問わず変化・な…そ・で・
　　　　一・…－e（Io9θX－9　　　σ）2
とおけば，
　　　　　　logeX－9　　　　Z＝　　　　　　v百σ
となる。さらに，
　　　　・一誘。・・一慧σ
とおけば，
　　　　Z＝　aloge　X十b　　　　　　　　　　　　　……（4）
となる。これがジブラ方程式であって，これは明らかに直線を構成する。（4）式で表される直線の勾配a
・・不轄度の尺度・され・のであ…れ1・ジブ・係数・呼ばれてい…一》÷。である・・から・
散布度を表す標準偏差σが大きいときはaは小さな値を示し，逆にσが小さいときはaの値は大きく
なる。したがって，aが大きれば不平等度は小さく，　aが小さければ不平等度は大きいと解釈される。
　ジブラ係数の問題点は，現実の所得分布が必ずしもジブラボ予想したような対数正規分布を構成し
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図表3　全国全世帯の年間所得分布とジブラ法則
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　　　　　　　　　　　　（資料）図表2Bに同じ。
ないことである。所得金額の自然対数値log，Xを横軸に，10g，Xに対応するZの値を縦軸にとって図
を描いたときにできる線をジブラ線というが，もし与えられたデータが対数正規分布を構成するなら
ば，ジブラ線は直線になるはずである。r就業構造基本調査』のデータにジブラ法則がどの程度あては
まるかを示すために，図表3にジブラ線とジブラ方程式から導かれる直線を描いた。この図から明ら
かなように，（4）式から導かれた直線とジブラ線との乖離はパレート法則の場合よりもはるかに小さい
とはいえ，ジブラ線は直線とはならないのである。
　分布の型を想定しないで不平等度を測定しようとする尺度のうち，計算が簡単であり，また不平等
度の尺度として満たすべき性質の多くを備えているのが変動係数である（19）。全世帯の平均所得をX，
所得の標準偏差をσで表すことにすると，変動係数CVは次式で計算できる。
　　　CV＝9×100　　　　　　　　　　……〔5｝
　　　　　　X
所得分布の散らばりが大きいほど変動係数は大きな値をとるので，変動係数の測定値が大きいほど分
布は不平等であると解釈される。
　分布の型に依存しない尺度のなかで，近年使われだしたものに，情報量を基礎とするタイル尺度と
いわれるものがある。情報理論においては，不確実さの程度をもって情報量と呼ぶ（2°）。数学的には，
ある事象Xが生起する確率をP（x）とするとき，この事象の情報量はH（x）＝　－log2　p（x）で定義され
る。したがって，n個の背反事象E、，　E、，…，　Enの各々の生起確率がP、，　P，，…，P。（ΣPi＝＝1）であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1
るとき，情報量の期待値は次式で示される。
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図表4　5種類の尺度による所得分布の不平等度の計測結果（1987年）
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（資料）前掲r就業構造基本調査報告』1989年，全国編，全世帯のデータから算出。
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　　　　　　　れ　　　　H＝一ΣPt　log　Pt　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・…　｛6）
　　　　　　t＝1
この期待値のことをShannon－Wienerの情報量，あるいはエントロピー（entropy）と呼んでいる。
事象の数nが一定ならば，Piがすべて等しいとき，すなわち，　p・＝　p・＝…＝Pn＝1／nのときHは最
大であり，一事象Piのみ1に近く，他はすべて0に近いときHは最小で0に近くなる。タイル尺度
はこのエントロピー尺度をもとにしてタイル（H．Theil）が考案したものであり，その計算は次のよ
うにして行うことができる。いま，各所得階級の所得金額を小さいほうから並べたものをX、，X2，
…，Xnとし，それぞれの所得金額が全体に占めるシェアをq・，　q2，…，　qnとする。すなわち，　qi＝
Xi／ZI　X・。また，　ee　i所得階級の相対度数をfiとすると，タイル尺度Tは次式で定義される（21）。
　i∈1
　　　　T＝Σqi　log2（qi／fi）
Tは完全平等のとき0，どれか一つの所得階級だけですべての所得を所有するような完全不平等のと
き一1092nという値をとる。例えば10分位階級別データではlog210＝3．3219が最大値となる。
　以下の分析において所得分布の不平等度の尺度として使用する尺度を決定するために，ジニ係数，
タイル係数，変動係数，パレート常数，ジブラ係数の5種類の尺度を用いてr就業構造基本調査』の
1987年の都道府県別データから所得分布の不平等度を算出し，図表4に計測結果を掲げた。さらに，
これらの尺度による各都道府県の所得分布の不平等度の順位付けにどの程度の関連性が見られるかを
調べるために，尺度間の順位相関係数を算出して，その結果を図表5に示した（5種類の尺度のうち
ジブラ係数だけが数値の大小が持つ意味が他の4種類の尺度と逆になるので，順位相関の算出にあた
っては，他の尺度と整合性を持つように順位付けを行った）。図表5から明らかなように，ジニ係数，
タイル係数，変動係数の三つの尺度による不平等度の順位付けの間には，極めて高い正の相関がある。
他方，これら三つの尺度とパレート常数およびジブラ係数との間には低い相関しか見られない。また，
パレート常数とジブラ係数との間には比較的高い正の相関がある。これらのことから，不平等度の尺
度としては，ジニ係数，タイル係数，変動係数の三つの尺度のなかのいずれか一つだけを採用し，さ
らにこれらの尺度とは性格の異なる尺度であるパレート常数，ジブラ係数のどちらかを採用すること
が考えられる。しかし，すでに指摘したように，パレート常数とジブラ係数は両者ともに現実の所得
分布に対する適合度という点で問題がある。そこで，以下の分布においては，所得分布に関する従来
の研究との接続性という点も考慮し，ジニ係数を不平等度の尺度として採用することにした。
図表5　5種類の尺度による不平等度の順位相関
1ジニ係数タイ・レ鱒変動係数ルー・常数ジブ・騰
????????????????? 1 ．993?? ．967
．988
??
．461
．441
．452
??
．210
．236
．196
．669
??
（資料）図表4から算出。
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皿　所得水準と所得分布
　本節の課題は，所得分布と地域の所得水準との関係について検討することである。以下においては，
1965年以降に行われた8回のr就業構造基本調査』（1965年，1968年，1971年，1974年，1977年，1979
年，1982年，1987年）のデータを用いて都道府県別の所得分布の不平等度をジニ係数によって計測し，
地域別所得分布が時系列的にどのように変化してきたかを明らかにする。さらに，各時点において都
道府県の所得水準と所得分布の不平等度との問にクズネッツが指摘した関係が成り立つかどうかとい
う点について検討する。
　図表6に，所得水準の地域間格差の指標として一人当り県民所得の変動係数を，また全国単位で見
た場合の所得分布の不平等度の指標として，r家計調査年報』の一般世帯の年間収入のデータから算
出したジニ係数を掲げた。それぞれの系列は1965年の測定値を100とする指数で表示した。r家計調査
年報』データの測定値を掲げた理由は，r就業構造基本調査』がほぼ3年毎にしか行われず，このため
所得分布の時系列的な変化の実態が把握できないためである。図表6から次のことを指摘できる。第
一に，所得分布に関して，1960年代後半には明らかに分布の平等化が見られ，1973年から1975年まで
は第一次石油危機と並行して分布の不平等化が，さらに1976年から1977年にかけて平等化が見られた。
その後1977年から1984年までは分布は安定していたが，1985年以降不平等化の兆候が観察されるとい
うことである。したがって，1980年代に入ってから所得分布の不平等化が見られるという指摘は，r家
計調査年報』のデータに関する限り，1980年代前半については妥当しないと考えられる。第二に，一
人当りの県民所得から算出した変動係数は1965年以降1975年まで下降し続け，この期間に所得の地域
　　　　　　　　　　　　　図表6　所得格差と所得分布（tg65年＝100）
　　　　130　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－『家計調査』全世帯の年間収入のジニ係数
　　　　120　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…・一人当り県民分配所得の変動係数
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（資料）総務庁統計局r家計調査年報』日本統計協会，各年版，経済企画庁r県民経済計算
　　年報』大蔵省印刷局，各年版から算出。
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都道府県別データによるジニ係数の計測結果
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（資料）前掲r就業構造基本調査報告』各年版から算出。
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間格差が著しく減少したことが明らかである。変動係数は1970年代後半には低い水準で安定し，1980
年代に入ると若干上昇の気配を示している。第三に，所得分布と所得格差の関係についていえば，
1973年一1975年の期問において所得格差が急速に減少したのに対し所得分布の不平等度は増加傾向に
あった。これに対して，1975年以降は所得格差と所得分布の不平等度はしばしば同じ方向に，すなわ
ち所得格差の拡大と不平等度の増加とが並行して生じていることが観察できる。
　以上のようなわが国における所得格差と所得分布の全国的なトレンドをふまえたうえで，図表7に
示した都道府県別のジニ係数の測定結果を検討していくことにする。測定結果の検討は，①所得分布
の不平等度の時系列的変化，②都道府県間の不平等度の格差，③不平等度と所得水準との関係，の3
段階に分けて行う。
　まず最初に，各都道府県ごとに1965年以降，ジニ係数がどのように時系列的に変化したかを検討し
た。その結果，ジニ係数によって表わされる所得分布の不平等度の変化には次の四つのケースが観察
された。図表8に各ケースを代表する地域のグラフを掲げた（グラフは当該都道府県の1965年のジニ
係数の測定値を100として，各年次の測定値を指数表示したものである）。第一は，全国データと同様
の変動を示したケースであり，1960年代後半から1970年代初頭にかけて所得分布が著しく平等化した
ことに特徴が見られる（図表8のケース1）。このパターンを示したのは，茨城，群馬，埼玉，千葉，
静岡，岐阜，奈良，広島，香川の9県である。第二は，所得分布が1970年代前半に平等化を示したが，
図表8　ジニ係数の変動パターン
oo??????1
??????
〈ケース1＞
1965年　1968年　1971年　1974年　1977年　1979年　1982年　19S7年
〈ケースm＞
1965年　1968年　1971年　1974年　1977年　1979年　1982年　1987年
（資料）図表7から作成。
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1970年代後半から再び分布が不平等化したケースである（図表8のケースH）。このパターンに該当
するのは，東京，神奈川，愛知，京都，大阪，兵庫であり，いずれも大都市を擁iする府県であること
に共通点がある。第三は，1965年以降1977年の調査まで不平等度はほぼ横ばいないしは若干の低下を
示した後，1970年代末から1980年代初頭にかけて不平等度が急速に減少するというパターンを示した
ケースである（図表8のケース皿）。北海道，青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島，栃木，新潟，
福井，長野，三重，滋賀，岡山，山口，鳥取，島根，愛媛，福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，
鹿児島がこのパターンに該当する。第四は，所得分布が平等化と不平等化を交互に繰り返し，一定の
傾向を見出すことが困難なケースである（図表8のケースIV）。この第四のグループには富山，石川，
山梨，和歌山，徳島，高知が含まれる。この6県のうち，徳島と高知においては，1965年の水準を上
回る分布の不平等化がいくつかの年次で観察されるのであり，所得分布の平等化が最も立ち遅れた地
域であるといえる。
　次に，都道府県間の不平等度の格差の問題を検討する。各時点におけるジニ係数の全国値を100と
して各都道府県のジニ係数値を指数表示したうえで，それぞれの年次のジニ係数のレンジ（最も不平
等度が高い県と最も不平等度が低い県との差）を計算すると，1965年29．1，1968年31．0，1971年36．4，
1974年34．5，1977年34．2，1979年22．2，1982年20．7，1987年28．0という結果が得られた。不平等度の
地域格差は1965年以降1970年代前半まで拡大し続け，1970年代末～1980年代前半に格差が縮小した後，
1980年代後半には再び格差が拡大したことが示唆される。前記のように全国データで見た場合には，
1960年代後半から1970年代初頭にかけて所得分布の不平等度が減少したのであるから，この期間にお
ける所得分布の地域格差の拡大は，平等化が進んだ地域と平等化が進行しなかった地域が並存したこ
とに起因する。先に指摘した四つのケースとの関連でいえば，ケース1に含まれる地域においてのみ
分布の平等化が進行し，それ以外の地域では平等化が緩慢であるかあるいは進まなかったために地域
格差が拡大したのである。1970年代末～1980年代前半の格差の縮小はケース皿に含まれる地域で進行
した地域内所得分布の平等化によるものと考えられる。
　最後に，所得分布の不平等度と所得水準との関係を検討していくことにする。所得分布の地域格差
をほぼ10年間隔で表せるように，図表9に1965年，1977年，1987年のジニ係数の測定値を，いずれ
も各年次の全国値を100とする指数に変換したうえで図示した。さらに，所得分布の不平等度と所得
水準との関係を見るために，r就業構造基本調査』の所得階級別データから算出した都道府県ごとの
世帯平均年収を，それぞれの時点の全国平均を100とする指数値で表示した。三つの年次にっいて描
かれた図表から，次のことを指摘できる。まず，第一に，所得分布の地域格差の構造に関して，いず
れの年次においても西日本に位置する県において不平等度が高いことである。先に掲げた図表7を用
いて，最も不平等度が高い県を具体的に見ていくと，1965年の調査から1977年の調査まで鹿児島が最
も不平等度が高く，1979年と1982年の調査では高知が，また1987年の調査では沖縄が最も高い値を示
している。2位以下の順位は調査ごとに変動しているが，高知，鹿児島，沖縄の3県の他に徳島，熊
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図表9　所得分布と所得水準の地域格差
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（資料）図表7に同じ。
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本，宮崎などが常に上位にランクされている。他方，東日本では東京と岩手が相対的に大きい不平等
度を示しているが，東日本の他の地域は全国データの計測値を下回る水準である。第二に，所得分布
の不平等度と所得水準との関係について，所得水準が高い地域ほど不平等度が小さく，逆に所得水準
が低い地域では不平等度が大きいという関係があると推測されることである。ジニ係数と世帯の平均
所得の間で順位相関係数を算出すると，1965年r、＝一．6513，1968年r、＝一．6477，1971年rs＝一
．9423，1974年r、＝一．9221，1977年r、＝一．8706，1979年r、・＝＝　一。5399，1982年rs＝一．5738，1987
年r、＝一．6826という結果が得られた。これらの数値からも，所得水準と所得分布の不平等度との間
に負の相関があり，特に1970年代において所得水準と所得分布の地域差の関連性が強かったことが確
認できる。次に述べるように，この第二の指摘の含意は重要である。
　経済発展と所得分布との関係について，クズネッツは，経済発展の不十分な状態においては，経済
発展に伴って所得分布が次第に不平等化し，さらに経済発展を遂げることによって分布は平等化する
ということを指摘した（22）。経済の発展段階を横軸に，所得分布の不平等度を縦軸にとれば，この関係
は逆U字型の曲線で表わせることから，この曲線はクズネッツ・カーブと呼ばれることがある。クズ
ネッツの仮説がわが国の地域の所得分布にも妥当するならば，所得水準を横軸に，所得分布の不平等
度を縦軸にとってグラフを描いた場合，逆U字型の曲線が描けるはずである（23）。それでは，所得水準
を横軸に，所得分布の不平等度を縦軸にとってグラフを描いた場合，どのようなグラフが描かれるの
であろうか。
　分析対象とした8つの年次すべてについてグラフを描いたところ，いずれのグラフも全体として右
下がりに観察値が分布する，すなわち，所得水準が高くなるにつれて所得分布の不平等度が小さくな
図表10所得分布の不平等度と世帯の平均所得（1987年）
y
?
　．35
?
数
09
×
×
××
××
×
××××＞5×
y＝．4136－．0002x
（R2＝．434）
300 400　　　　　　　　500
世帯の平均所得（万円）
600 　X700
（資料）図表2Bに同じ。
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る傾向があることが観察された（図表10に，最も新しい調査年次である1987年についてのグラフを掲
げておいた）。したがって，各年次についてクロス・セクション分析を行うかぎり逆U字型の曲線が
描かれず，クズネッッの仮説が地域の所得分布については適用できないことが明らかである。要約す
れば，最近20年間のデータを用いて分析すると，わが国の地域の所得分布に関して，所得水準が低い
地域ほど所得分布の不平等度が大きく，所得水準が高いほどその地域の不平等度は相対的に低いとい
う傾向が観察されるのである。
IV　所得分布の変動要因
　前節においては，ジニ係数の計測結果に基づいて，所得分布の時系列的な変化ならびに所得分布の
不平等度と所得水準との関係について検討した。本節においては所得分布の不平等度の地域差がどの
ような要因と関係しているかを統計的に検証する。
　分析に先立って，所得分布の不平等度に影響を及ぼす要因についての考え方を整理しておく必要が
ある。所得分布を動かす要因としては，能力，経験，学歴，保有資産など様々なものが考えられる。
しかし，今目までのところ所得分布に関する周到な理論は確立していない。そこで，これまでに行わ
われた実証研究を参考にしながら，本稿において取り扱うべき要因を考えていくことにする。
　まず，わが国の全世帯の所得分布に関する溝口敏行氏の分析を取上げることにする。同氏は次のよ
うな指摘を行っている（24）。すなわち，1960年代にわが国の所得分布が平等化傾向を示した原因は，①
グループ内の不平等度が相対的に低い勤労者世帯の数が，全世帯に占める割合が増加したこと，②農
家の兼業化によって農業所得が非農家世帯所得に接近するとともに，農家世帯グループ内での所得分
布も平等化したこと，③勤労者世帯内の不平等度が減少したこと，この三点に求められる，と指摘し
ている。特に③を説明する要因としては，世帯人員が均一化の方向に変化したこと，世帯所得の地域
別平均問の差が大幅に縮小したことが挙げられている。また同氏は，1980年代に入ってからの不平等
の拡大傾向に関して，①高度成長期に発生した労働力不足からもたらされた所得の地域間格差の縮小
傾向は石油ショック以後は見出せないだけでなく，むしろ拡大傾向にある，②1970年代後半から主婦
の就労が増加し，このため有業人員差から生じる世帯所得の格差の増加が見られる，と指摘している。
このような指摘から，所得分布の変動要因として，全世帯に占める勤労者世帯の割合，農家世帯の所
得，世帯人員，所得の地域間格差，主婦の就労，という五つの要因を考慮すべきことが明らかである。
これらの要因と所得分布の不平等度との関係であるが，溝口氏の研究に従えば，勤労者世帯の割合の
増加，世帯人員の減少，所得の地域間格差の縮小，さらに農家世帯と非農世帯の所得格差の縮小は不平
等度を減少させるのに対し，主婦の就労の増加は不平等度を高める方向に作用するということになる。
　溝口氏の研究は全国データを対象としているために，所得分布の説明要因のうち，地域に関連した
要因としては所得の地域格差だけが取り上げられているだけである。しかし，所得分布の地域差をも
たらす要因を解明するためには，上記の五つの要因以外についても考慮する必要がある。地域の所得
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分布が地域の経済活動水準や経済構造によってどのような影響を受けるかということを明らかにする
ことは重要である。この分析では，地域の経済活動水準の指標として一人当りの県民所得を，また地
域の産業構造の指標として産業部門別の就業構成比を用いることにする。これらの指標で表される要
因がどの所得階層に関係するかを特定することは困難であり，したがって所得分布に作用する仕方に
ついても特定できない。
　所得分布は以上のような経済的要因だけでなく，社会的な要因の影響を受けることがセール（Tom
S・Sale　HI）の研究や綿貫伸一郎氏の研究などにおいて指摘されている（25）。そこで本稿においては，
高等教育（高専・短大以上）卒業者数，老齢人口，生活保護世帯数，といった社会的要因が所得分布
に及ぼす影響についても検討することにする。1980年代後半において，全国の就業者全体に占める高
学歴者の比率は20％前後である（1987年のr就業構造基本調査』では，22．9％）。高学歴者の比率は
年々上昇しているが，このような人々は就業者全体のなかではまだ少数派であり，相対的に高い所得
を得ていると考えられる。したがって高学歴者の比率が高いということは，高所得階層の比率を高め，
地域の所得分布を不平等化するように作用すると想像できる。他方，老齢人口と生活保護世帯の比率
は低所得階層の比率に関係し，これらの比率が高いほど分布の不平等度が高いと予想される（26）。
　以上の考察に基づいて，所得分布の説明要因として，①平均世帯人員（以下の分析では変数名を
AFNとする），②全就業者に占める雇用者の割合（EMP），②女子就業者割合（WOM），④世帯の平
均所得（MHY），⑤一人当り県民所得（Y），⑥第1次産業就業者比率（AGR），⑦第2次産業就業者比
率（IND），⑧第3次産業就業者比率（SVC），⑨老齢人口比率（AGE），⑩1000世帯当りの生活保護世
帯数（LPR），⑪全就業者に占める高学歴者（高専・短大以上卒）の比率（HED），を採用する。11の
説明要因のうち①，③，④に関するデータは『就業構造基本調査』から，②，⑥，⑦，⑧，⑨のデー
タはr国勢調査』から，⑤のデータはr県民経済計算年報』から，⑩のデータはr社会福祉行政業務
報告』から得た。また⑪についてはr国勢調査』とr就業構造基本調査』の両者から必要な数字を得
た。以下においては，まず最初に上記の11系列の指標とジニ係数の問の関係を検討するために相関係
数を算出し，次にジニ係数を従属変数とし，有意な相関を示した変数を独立変数にとって重回帰分析
を行う。
　図表11は，対角要素を境にして対角要素の右上には1965年データについての相関行列を，左下に
は1977年データの相関行列を示したものである。また，図表12には1987年データの相関行列を掲げ
た。これらの表に掲げた測定値から，過去約20年間に所得分布の地域差がどのような要因によって
もたらされたかを検討することにする。ジニ係数と個々の説明要因との関係から見ていくことにする
と，平均世帯人員（AFN）とジニ係数はいずれの年次においても負の相関を示しており，世帯人員の多
い地域ほど所得分布の不平等度が小さいことを示している。しかし両者の相関は1987年の時点では
比較的高いが，他の年次では低い。全就業者に占める雇用者の割合（EMP）とジニ係数の間にも負の
相関が見られた。雇用者の割合は勤労者世帯の代理指標であるから，勤労者世帯の比率の高い地域ほ
ど所得分布が平等化しているということができよう。女子就業者割合（WOM）とジニ係数の相関は，
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図表111965年データと1977年データの相関行列
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注1）GIN：ジニ係数，　AFN：平均世帯人員，　EMP：雇用者比率，　WOM：女子就業者割合，　MHY：世帯
　　　の平均所得，Y：一人当り県民所得，　AGR：第1次産業就業者比率，　IND：第2次産業就業者比率，
　　　SVC：第3次産業就業者比率，　AGE：老齢人口比率，　LPR：1000世帯当り生活保護世帯数。
注2）対角要素を境にして右上の数値は1965年データについての相関行列，左下は1977年データの相関行列で
　　　ある。＊は5％の水準で有意であることを示し，＊＊は1°／・の水準で有意であることを示す。
（資料）総務庁統計局r国勢調査報告』日本統計協会，前掲r就業構造基本調査報告』，厚生省大臣官房統計
　　　　情報部社会統計課『社会福祉行政業務報告』，前掲『県民経済計算年報』から算出。
図表12　1987年データの相関行列
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注1）HED：全就業者に占める高学歴者の比率。他の変数の意味は図表11に同じ。
注2）＊は5％の永準で有意であることを示し，＊＊は1％の永準で有意であることを示す。
（資料）図表11に同じ。
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1987年についてのみ有意であり，しかも1965年には正の相関であったのに対して，1977年以降は負の
相関を示している。したがって，地域別データで見た場合，女子の就業率と所得分布の間には時系列
的に一貫した傾向を見出せないが，最近時においては女子の就業率が高いことが当該地域の所得分布
の平等化に寄与しているといえるであろう。世帯の平均所得（MHY）は，前節においても指摘したよ
うに，いずれの年次においてもジニ係数と高い負の相関を示し，所得分布の有力な説明要因であるこ
とが確認できる。地域の生産力の指標としての一人当り県民所得（Y）とジニ係数との相関係数の符号
は負であり，一人当り県民所得が高いほど所得分布は平等であるということになるが，両者の相関は
世帯の平均所得に比べると低く，しかも1987年の時点ではr＝．246と低い値を示している。このこと
から，所得分布の不平等度は必ずしも地域の生産力と直接的な関連を持たず，むしろ世帯の所得水準
によって大きな影響を受けているといえる。各産業の就業者比率とジニ係数の相関関係については，
第1次産業就業者比率（AGR）と第3次産業就業者比率（SVC）の相関係数の符号が正であることか
ら，これらの産業の雇用のウエイトが高い地域ほど所得分布の不平等度が高いという関係があること
になる。興味深いことは，1987年の測定値に注目すると，第1次産業の相関はそれ以前に比べると低
い水準にあるのに対し，第3次産業の相関は，r＝．519と比較的高い水準を示していることである。
経済成長にともなって第1次産業の比重が低下し，他方，第3次産業の比重が高まる傾向があること
は多くの論者の指摘するところであるが，こうした産業構造の転換によって，所得分布に対しても第
1次産業の影響が少なくなる一方で，第3次産業の影響が大きくなるということができる。第2次産
業就業者比率（IND）はいずれの年次においても高い負の相関を示しており，この産業部門での雇用
の比率が高い地域ほど所得分布が平等であることが示唆される。老齢人口比率（AGE）はジニ係数と
正の相関を示し，高齢者の比率が高いほど所得分布が不平等であるということになる。これは高齢者
には無業者が多く，こうした人々が低所得層を形成しているからであると考えられる。1000世帯当り
の生活保護世帯数（LPR）はいずれの年次においてもジニ係数と最も高い正の相関を示している。低
所得者層の比率の代理指標である生活保護世帯の割合が高い地域ほど所得分布は不平等であるという
ことになる。最後に，全就業者に占める高学歴者（高専・短大以上卒）比率（HED）とジニ係数との
相関関係について検討する。この比率がr就業構造基本調査』から得られるのは1987年データについ
てだけであり，このため図表12にのみ測定値を示したが，時系列的な変化を知るために，国勢調査に
おいて学歴が調査された1970年と1980年のデータを用い，それぞれの年次に最も近い1971年と1979年
のr就業構造基本調査』のジニ係数値との相関係数を算出した。その結果，1970年の高学歴者の比率
と1971年のジニ係数との相関はr＝一．500，また1980年の高学歴者の比率と1979年のジニ係数値との
間の相関はr＝一．014であった。1970年の時点で高専・短大以上の最終学歴をもつ者の比率は全人口
の6．4％，1980年の時点では10．4％であった。1987年の時点では就業者の約5人に1人が高専・短大
以上の最終学歴をもっており，高等教育が急速に普及したことが明らかである。先に，変数選択を行
った際に，高学歴者の比率が高いほど所得分布は不平等であるとの予想を立てたが，実際には高学歴
者の比率が低い段階では，両者の関係は予想とは逆であることが判明した。
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　本節の最後の課題は，ジニ係数を従属変数として，また，上記の説明要因のうちジニ係数に対して
有意な相関を示した要因を独立変数として，1965年，1977年，1987年の三つの時点のデータを用いて
重回帰分析を行うことである。分析を行うためにはジニ係数と独立変数との関係についてなんらかの
モデルを仮定しなければならない。しかし，先に指摘したように，所得分布についての周到な経済理
論が存在しないため，ここでは単純な加法モデルを仮定する。独立変数として採用する説明要因とし
ては，前記の三つの時点でいずれもジニ係数に対して有意な相関を示した，雇用者比率（EMP），世
帯の平均所得（MHY），第2次産業就業者比率（IND），1000世帯当りの生活保護世帯数（LPR）の4
指標を採用する。
　図表13には，1965年，1977年，1987年の三つの時点について重回帰分析を行った結果を掲げた。各年
次における決定係数から見ていくと，いずれの年次についても，採用した四つの変数でジニ係数の変
動の55％以上を説明できるのであり，特に1977年データについては決定係数はR2＝．714と高い値を示
している。次に，個々の独立変数を見ていくと，1965年と1977年の時点では，世帯の平均所得（MHY）
の説明力が最も高い。しかし，世帯の平均所得は1987年データについてはジニ係数に対して有意では
なくなっている。同図表に併記した平均と標準偏差から，世帯の平均所得の相対的散布度は1965年の
時点に比べ1987年の時点には縮小していることが分かるが，これは世帯の平均所得の地域間格差が縮
小したことを意味するのであり，所得水準の地域差が縮小することによってこの変数が所得分布の地
図表13　重回帰分析の分析結果
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・注）EMP：雇用者比率，　MHY：世帯の平均所得，　IND：第2次産業就業者比率，　LPR：1000世帯当り
　　生活保護世帯数。
（資料）図表11に同じ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　－80一
　　　　　　　　　　　　　　　　第29巻第2号　1991年3月
域差に及ぼす影響力も弱まってきたといえる。世帯の平均所得と同様のことが雇用者比率（EMP）に
ついてもいえる。雇用者比率は1965年の時点では地域間に大きなばらつきがあったが，年々その地域
差は小さくなっている。第2次産業就業者比率（IND）はどの時点でも説明力は相対的に低く，しか
も1977年の時点ではほとんど説明力をもたなかった。1000世帯当りの生活保護世帯数（LPR）は1965
年の時点では低い説明力しかもたなかったが，1977年，1987年の時点では比較的高い説明力を示して
いる。最近時ほど生活保護世帯の比率が所得分布に対してこうした高い説明力をもつ理由を明らかに
することは困難であるが，少なくとも低所得階層の動向が所得分布の地域差をもたらす要因として近
年重要性を帯びてきたということを指摘できよう。重回帰分析の結果を要約すれば，最近20年間にお
いて地域の所得分布は特定の要因によって規定されてきたのではないということである。
V　むすび
　本稿においては，生活が営まれる基本的な単位は世帯であり，また，世帯の消費能力は年間所得に
依存しているとの観点から，世帯の年間所得を対象として所得分布の地域間格差の分析を行った。使
用したデータはr就業構造基本調査』の都道府県別の所得階級別年間所得のデータであり，1965年～
ユ987年の期間を分析対象とした。また，所得分布の不平等度の測定尺度として使用したのはジニ係数
である。
　IH節においては，①所得分布の不平等度の時系列的変化，②都道府県間の所得分布の不平等度の格
差，③所得分布の不平等度と所得水準との関係，の3点にっいて検討した。これらの点についての分
析結果から，次のことを明らかにした。（1）最近20年間における地域の所得分布の不平等度は均質的な
変動を遂げたわけではなく，いくつかのパターンが存在することである（具体的には四つのパターン
に分類できる）。（2｝所得分布の不平等度における地域間格差を全体としてみると，1965年以降1970年
代前半まで格差が拡大し続け，1970年代末～1980年代前半に格差が縮小した。また1980年代後半には
再び格差が拡大した。いずれの時牽においても西目本に位置する地域において不平等度が高く，これ
に対して東日本に位置する地域の中では東京など若干の例外を除くと相対的に不平等度は小さい。（3｝
所得分布の不平等度と所得水準との関係を検討すると，所得水準が高い地域ほど不平等度が小さく，
逆に所得水準が低い地域では不平等度が大きいという関係があると推測された。このことは，各年次
についてクロス・セクション分析を行うかぎりにおいて，クズネッツの仮説が地域の所得分布につい
ては妥当しないことを意味している。
　IV節においては，所得分布の不平等度の地域差がどのような要因と関係しているかを統計的に検証
した。1965年，1977年，1987年とほぼ10年間隔のデータを対象として，ジニ係数の測定値と11系列の
社会・経済的変数との相関関係を検討した。分析結果から明らかになったことは次の4点である。（1｝
ジニ係数に対して負の相関を示した変数は，平均世帯人員，全就業者に占める雇用者の割合，世帯の
平均所得，一人当り県民所得，第2次産業就業者比率の5変数である。したがって，これらの変数は
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その数値が大きいほど所得分布が平等化する要因となることを意味する。他方，ジニ係数に対して正
の相関を示した変数は，第1次産業就業者比率，第3次産業就業者比率，老齢人口比率，生活保護世
帯数の4変数である。前記の5変数とは逆に，その数値が大きいほど所得分布が不平等化する要因と
なることを示唆している。女子就業者割合は所得分布に対して一定の関係を示していない。このこと
は全就業者に占める高学歴者の比率についてもいえる。（2）ジニ係数に対して3つの時点でいずれも有
意な相関を示したのは，11変数のうち，全就業者に占める雇用者の割合，世帯の平均所得，第2次産
業就業者比率，生活保護世帯数の4変数に限定される。（3＞ジニ係数に対する世帯の平均所得と一人当
り県民所得の関連度を比較すると前者のほうが強いことから，所得分布の不平等度は必ずしも地域の
生産力と直接的な関連を持たず，むしろ世帯レベルでの稼得力によって左右されることを示唆してい
る。（4）地域データで分析するかぎりにおいて，第3次産業のウェイトが高い地域ほど所得分布が不平
等であるという関係が見られるが，第3次産業のウェイトが今後も高まることが予想されるなかで，
その含意について詳細に検討する必要がある。
　最後に，ジニ係数に対して3つの時点でいずれも有意な相関を示した4変数を独立変数とし，ジニ
係数の測定値を従属変数として重回帰分析を行った結果，1965年と1977年のデータに関しては世帯の
平均所得が最も高い説明力をもっていたが，1987年のデータに関してはその説明力は失われているこ
とが観察された。その理由は世帯の平均所得の地域間格差が以前に比べると縮小したことにあると考
えられる。生活保護世帯数は1965年の時点では説明力をほとんどもたなかったが，1977年と1987年の
データに関しては高い説明力を示した。低所得世帯の代理指標であるこの変数の分析結果から，所得
分布の地域間格差を決定する要因として，近年では低所得世帯の動向が重要性をもつようになってい
ると考えられる。
　本稿においては，分析の対象期間を最近20年間に限定し，しかも所得分布のデータとしてr就業構
造基本調査』だけを用いて分析を行ったので，所得分布の地域構造を十分に解明できたとはいえない。．
特に，単身世帯をも含めた包括的な世帯の分析は今後の研究に期待したい。
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